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第一節 はじめに

筆者 は、昨年 お よび一 昨年の北東 アジアーサハ リン研 究会 報告書 にお いてサ ハ リンの

住宅建 設事情 を調査 ・報告 した。今年度 は、サハ リンに加 えて ロシア極東 のハバ ロフ

スクで の住 宅建設動 向を調査 した。

これ らの調査 報告 に入 る前 に、関連 す る統計数 字 をみ てお くこ とに しょう。 まず、

ロシア連 邦全体 の経済動 向をみて お くと、GDP(国 内総生産指標)は1997年 にプ

ラス0.8%を 記録 したが、1998年 には8月 の金融 危機 もあ ってマ イナ ス4.6%に 逆戻 り

して しまった。 しか し1999年 に入 ると回復傾 向 を見せ、32%の 増加 となった。鉱 工

業 総生産指標 をみて も、1999年 では実 に8.1%の 成 長が達成 されてい る。この ように、

ロシア経済 は全体 として 回復基調 にあ る。

他方、 サハ リン州 の1999年 の鉱 工業総生 産指標 は、 前年比で7.0%の プ ラス成長で

あった。 また、基本 建設投資額 も対前年 比で70.7%増 の大幅 の伸 び を示 した。サハ リ

ン州 も経済 が回復傾 向にある。

ロシア全体 の住 宅建設 の傾 向 をみる と、1997年 が前年比 マイナス4.7%、1998年 が

同マイナス6.2%と 低落傾 向にあ ったが、1999年 は前年比4.3%増 を記録 した。この 内、

個 人住 宅建設 は14.6%増 と大 幅 に伸 びてい る。1999年 の住 宅建設 を実数 でみ る と、41.4

万戸(総 面積 に して3,200万 ㎡)で あ った。 この ように住 宅建設 は ロシア経済 の回復

傾 向に歩調 を合 わせて発展傾 向を見せてい る。

しか し、サハ リン州 の住 宅建設 は不振 か ら未 だ脱 して はいない 。すなわ ち、1999年

のサハ リン州 の住 宅建設高 は前 年の88.2%の 水準(46,503㎡)に とどまって い る。そ

の 内、個 人住宅建i設は約3.1万 ㎡で、戸数 に して212戸 で ある。 この個人 住宅建設 は

33



前年 比で2.1倍 と大 幅 に伸び てい る。州都 ユ ジノサハ リンス ク市 内では、1999年 に前

年 比7.3%増 の3.33万 ㎡の住 宅が建設 された。 これ は、 サハ リン州 全体 の71.6%に あ

たる。また、212戸 の州 内個人住宅建設 の うち、130戸(61.3%)は ユ ジノサハ リンス

ク市内で建 設 され た。'

この ように、 ロシア経 済、サハ リン州経 済 ともに回復基調 にあ る。従 って、 サハ リ

ン州 での住 宅建 設 が増加 傾 向に転 じるのはそ う遠 くない と思われ る。 また、 ユ ジノサ

ハ リンス クを中心 と した個人住 宅建設 は、絶対数 は まだ 少ないが、 今後 とも順調 に伸

びてい くもの と考 え られ る。

ここで、 サハ リンの住宅 についてみて お こう。サハ リンの住宅 は2種 類 に大別で き

る。一つは、市街 地 に多 くみ られ るアパ ー トで ある。多 くは旧 ソ連時代 に建 て られ、1

住 戸は 日本 の団地 と同程 度の広 さで、 その造 りはお粗末で冬 の防寒性 能が余 り良 くな

い。 このアパ ー トの住 人の多 くは郊外 に菜 園付 の別 荘で ある 「ダ ーチ ャ」 を持 って い

る。 この別荘 も 「ピ ンか らキ リ」 まであ る。 も う一つ の住 居パ ター ンは、 都市近郊 に

多 くみ られ る一戸建住 宅で あ る。多 くの場合 には畑 を備 えてい る。 この 戸建住 宅 の外

観 は粗末 な もの も多いが、 内部 に入 る と、居間 も台所 もかな り広 く、 造 りも比較 的 し

っか りして いる。 暖房 もペチ カがあ る。 この戸建住 宅は 旧 ソ連時代 に役所 が建築 した

もの もあ る し、住 民が 自力 で建 築 した もの もあ る。(北 海道新 聞、2000/2/24付 け記事

「ロシア極 東通信 」)

上述 の、今 日順 調 に伸 びて いる個人住 宅建設 は この 「住 民が 自力 で建築 した もの」

にほぼ相 当す る。

さて、次節 以降で今年 度 の企業 調査 に基 づいて分析 を進 めて行 くが、 こ こで調査企

業 の概要 をま とめてお こ う。1999年8月 にサハ リンの住宅 建設企業5社(た だ しその

内、1社 は現在 の ところ住 宅建設 を してい ないが潜在 的住 宅建設業 者で あ る と判 断 し

て ここに加 えた)を 訪 問 し、 イ ンタ ビュー調 査 を実施 した。 またその後ハバ ロフスク

で住 宅建設企業F社 を訪問 した。 これ らの聞 き取 り調査 の詳細 な内容 は 『北 東ア ジア

の経済 動 向(資 料 集)』(北 東 ア ジア・サハ リン研 究会平成11年 度調査研 究 中間報告書、

平成11年12月)に お いて報告 した。

この聞 き取 り調査 の対象企業 の概 要 を表1に ま とめて いる。

なおA社 の所 有者 は45人 で あるが、社長 が最大 出資者で5%を 所 有 して い る。 また、

B社 自体 は 日ロ合 弁会社 であ るが、 その建設 部 門は別会 社 と して 閉鎖株 式会社形 態 を

とって いる。
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表1調 査対象企業の概要

A社 B社 C社 D社 E社 F社

設立時期 1990 1988 1990 1989「 1988 1996

閉鎖
会社形態 有限会社 合弁企業 株式会社 有限会社 有限会社

株式会社

50人(建 設

従業員数 230人 200人 300人 150人 311人

部門のみ)

3人 で

ほとんど
所有者 45人 支 配株を 3人 8人 4人

ロシア側

所有

社 長46歳 、 社 長41歳 、

建設部門の 副社長51 副社長40 社長代行
経営者の年齢 不 明 社長39歳

社長42歳 歳、副社長 歳、主任技 47歳

22歳 師42歳

第二節 サハリン住宅建設企業調査

さて、サハ リン住宅建 設企業5社 の調査 か ら浮かび上 が って きた、 今後 のサハ リン

住宅建設業 の動 向 を考 える上で注 意 すべ き点 をい くつか取 り出 して検 討 してみ よう。

それ は以下 の ような点で ある。

第1に 、 市場経済へ の適応努 力、

第2に 、 サハ リンの住宅建設 に対す る海外か らのイ ンパ ク ト、

第3に 、木造住 宅の将来性 、

第4に 、合弁設 立に よる技術 習得 を基礎 とした発展 。

(1)市 場経済へ の適応 努力

聞 き取 り調査 の 中で調 査対象 企業の経営 者 がほぼ共通 して指 摘 してい る ことは、 ロ

シアの政 治経 済情勢 が企業活 動の展 開に とって非 常 にマイナス に作 用 して い る とい う

ことであ る。1998年 夏の経済 危機 に端 的にみ られる ように、今 日のロシアは企業活 動

の環 境 と しては あ ま り良 くない。 しか し、 そ う した中で も市場経 済 に懸命 に対応 しょ

う と努力 して いる企業 もある。
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例 えば、C社 は 自社 に関 する様 々な情報 の公 開 に非常 に積極 的で あ る。周知 の よう

に旧計画経 済の もとでは、企 業情報 の公 開 につ いては あ ま り関心 が払われ なか った。

また、企業 が仕事 をす る上で 情報公 開の必要性 もなか った。 しか し、 市場経済 にお い

ては情報 を広 く公 開 し、 ビジネス世界 において その企業 の存在 を広 く認識 して も らう

ことが必要 であ る。それ によって、有利 な ビジネスチ ャ ンスを獲得 す るこ とが可能 に

な る。

『北東 アジアの経済動 向(資 料集)』(19～21頁)に おいて示 した よ うに、 このC社

は我々の要請 に応 じて 自社 の基 本情報、過 去3年 間の活動実績、 現在遂行 中の様 々な

案件 のみ な らず、 自社 の経 営 陣 と主要専 門家(技 術 者)の リス トや現 在有 してい る機

械 ・装備類 の非常 に詳細 な リス トを提供 して くれた。これは 自社現有 の人 的、物的経営

資源 を国内外 に明示 して、それ に よって事業 チ ャンス をっ か もう と姿勢 の現れで ある。

従 って、そ れは市場経 済 に積極 的 に適応 しよう とす るもの と して高 く評価 し得 うるも

のであ る。

また、C社 は、 自ら リス クを引 き受 けて、 マ ンシ ョンの 自社 開発 を実施 して い る。

このマ ンシ ョンは、ユ ジノサ ハ リンスク市の 中心か らサ ンタ リゾー トホテル に行 く途

中にあ り、近 くにはみ ちの く銀 行 のゲス トハ ウス もある。昨年(1999年)秋 時点で は

建物 の構 造 のみ出来 てい た。完成度は40%か ら50%ぐ らいであ ろ うか。完成 すれば高

級賃貸 マ ンシ ョンに したい意 向だが場合 に よって は分譲 す るこ ともあ るとい う。 これ

はサハ リンでは数少 ない試み であ る。従来、 マ ンシ ョンな い し集合住 宅の建築 は公的

な注 文に基 づ くものがほ とん どであ った。 自 らリスクを負担 して マ ンション建築 を試

み る このC社 の行動 は、 我 々の 日本社会 に とって は普通 の こ とで あるが、市場経 済へ

の適応努 力が まだまだ必要 なサハ リンにお いては注 目に値 す る。(こ のマ ンシ ョンの建

物概要 については 『北東 アジアの経済 動向(資 料集)』 の32～38頁 を参照 の こと)

(2)住 宅建設 に関する海外 か らのイ ンパ ク ト

① ア メ リカ住 宅か らのイ ンパ ク ト

ユ ジノサハ リンス ク市近 郊の ジーマ地 区の通称 アメ リカ タ ウンでは、石油 ・ガス 開発

関係者用 の、 アメ リカか ら運 んで きた戸建住宅(2戸 一棟 型)の 団地 が形 成 され てい

る。 この住 宅 団地 建設 に参加 したのがD社 で あ る。一般 の ロシア人が こ こへ 自由に立

ち入 るこ とは許 されて いない とは いえ、サハ リンでそれ までな か った、 この ような新

しい住宅 団地 の形成 は今後 大 きなイ ンパ ク トを与 え るであ ろ う。 ここで はそれ を3つ

の側 面 に分 けて考 えてみ よう。
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第1に 、戸建住 宅建設 に関す る技術 的面でのイ ンパ ク トであ る。D社 の経営 者 によ

れば、今 回のア メ リカハ ウスは、 アメ リカで かな り組み上 が った もの をサハ リンに持

って きて、現 地で据 え付 け・完成 させ るものであ った。サハ リン現 地でや った こ ととし

ては例 えば、接続 部分の溶接 、 コ ンク リー トの注入、台所 ・流 し・トイ レ等 の取付で あ

った。平均 して12個 のユ ニ ヅ トか ら2戸 一棟の住 宅がで きて いる。そ して、D社 は特

にこの住 宅の骨 組み、金 具類 、 断熱材、 防音 装置 に関心 を持 ち、 よ く調 べ た とい う。

その よ うな研究 の結果、今 では この ような住 宅は アメ リカか ら持 って こな くともロシ

ア で 自分 た ちで建 築 す る こ とが 出来 る よ うにな った とD社 の経 営者 は我 々 に断言 し

た。

第2に 、住 宅建 築 に関す る関連 ソフ ト面で のイ ンパ ク トを指 摘す る必 要があ る。D

社 は合 弁企業 を設 立 し、ア メ リカ の企業 と一緒 に仕 事 を した こ とに よって 、 コンピュ

ータ による設 計
、 国際的入札 に参加 す るノウハ ウ、経理等 の面 で欧米基準 で仕事 をす

る経験 を得 る ことが 出来 た、とその経営者 は述べ た。これ らの知 識 ・経 験は この会社 の

みな らず、 今後 のサハ リンの住宅建 築業界 の水 準 向上 に とって 大い に役 立つ ものであ

ろう。

第3に 、サハ リンにお ける居住 文化 に対す るイ ンパ ク トが考 え られ る。アメ リカ住

宅 の部屋 の広 さ、台所や浴 室の設備類 、暖房 ・空調 システ ム等 のいわゆ るア メ リカ ンス

タイルの居住 文化 がほぼその ままサハ リンに持 ち込 まれ た。 これ が どの よ うにサハ リ

ンそ して ロシア極東 の人 々の間 に広 が ってい くかは今後 の推 移 を見 る必要 があ るが、

長期 的 にみれば かな りの影 響力 を持つで あろ うと思われ る。

② カナダハ ウスか らのイ ンパ ク ト

ロシア政 府 とカナ ダ政府 との間の政府 間協 定 に基づ いて、 サハ リン北 部大地震 被災

者用住宅 の建 設が進 め られて い る。サハ リン全体 で800戸 の建設 が予定 され、北部の

オハ市 に400戸 、南 部のユ ジノサハ リンス ク市 に400戸 建設 する計 画であ る。

E社 は このカナダハ ウス の建 設 に参加 して いる。E社 の経 営者 に よれば 、ユ ジノサ

ハ リンス ク市 の第13番 住 宅区で35棟(約100戸)の 住 宅建 設 を担 当 してい る。1寝

,室タイ プか ら3寝 室 タイ プまで のバ リエ ーシ ョンが ある。我 々が見学 した ものは、4

戸1棟 の非木 造住宅で、 窓 もかな り大 き く、 戸別ボイ ラー に よる暖房 お よび温水供給

システ ムを とっていた。

E社 の経 営者 に よれ ば、 カナ ダハ ウス建 設の経 験は非 常 に貴重 で あった。 まず、 カ

ナダで作成 され た設計 図の読み 方をマス ターす るのに手 間取 った。 カナダ とロ シアで

は製 図の仕 方 に違 いがあ るため、その読 み方 に とま どい、住 宅組立 に時間がか かった。

その後 、 カナダか ら担 当者 が来 て指導 して くれ たのでス ムース に組 立が 出来 るよ うに
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な った。 またカ ナダハ ウス建設 を通 じて、個別温水 暖房 システ ムや断熱材 に関す る知

識 を得 た ことも貴重 であ った。 これ らの知識 ・ノ ウハ ウもサハ リンでの低層住 宅建設

の水 準向上 に役立つで あろ う。

この よ うに、ア メ リカお よびカナ ダか ら住宅や それ に関連 す る技術 、 ノ ウハ ウ、住

文化 がサハ リンに浸透 しつつ あ る。 これ に対 して、北海道 や 日本 の対応 はかな り遅れ

てい る といわ ざるを得 ないのが現状で あろ う。

③ 木造住宅の将来性

昨年 の報告書 第2号 において も述べ た ように、今後 ロシアにおいて木造住 宅の需要

が大 き く伸 び る と考え られ る。実際 に、 ロシアの富裕層 を 中心 に都 市近郊 におい て木

造 戸建住 宅の建設 が伸 びてい る。

この点 につ いてD社 の経 営者 も同様 の見通 しを持 って いる。つ ま り、サ ハ リンにお

け る木造住 宅の将来性 はか な り明 るい。今回 のアメ リカ住 宅は軽量鉄 骨構造 であ った

が、 現在 の ところサハ リン現地 で はそれ ら資材 を調 達で きず、外 国か ら輸入 しな けれ

ばな らな い。当然 コス トが高 くな る。従 って、 サハ リン現 地で調達 で きる木 材 を利用

する木造住 宅がサハ リンに適合 的であ る。

北海道 の優 れた寒 冷地技術 特 に高断 熱 ・高気 密技術 は 主 と して木造 戸建住 宅 に関す

る技術 で あるだ けに、 サハ リンや ロシア極 東 にお け る木造住 宅が 明るい将来性 を有 す

る ことは重要 であ る。 もち ろん、北海道住 宅が現地 で普及 するた めには、 コス ト引 き

下 げ、現地 の建築 主に好 まれ る住 宅 デザイ ン、木造 住宅 に対 す る信頼 感醸成 等の点で

さ らなる努力 ・工 夫が必要で あるこ とはい うまで もない。

④ 合弁による技術習得→一般建設業 ・ロシア極東大陸部への進出の成功事例

これはB社 のケー スであ る。 この会社 は元 々は建設 会社で はな く、水 産 関係 の合 弁

会社で あ る。設立 されてか ら10年 ほ どにな るが、この会社 には3つ の事業 部 門がある。

それは水産 、水産物加工、建設 の各部門であ る。 ここで は建 設部門 を取 り上 げ る。

この建 設部 門の主 な事業 分野 は魚 の人工艀化 場や水産 冷蔵施設 の建設 で ある。 この

ケー スにお いて注 目すべ きは、建設 に関す る技術 蓄積 による事業拡 大で ある。

第1に 、本業 の人工贈化場 や水 産冷蔵施設 の建設 に関 して、 これ まではサハ リンの

各地 にお いて それ らの建設 に従事 した。 さ らに最近 ではその よ うな実績 に基づ いて ロ

シア極東 のハ バ ロフス ク、ユ ダヤ 自治州 に も進 出 してい る。

第2に 、そ うした本業以外 に、 様 々な建設事業 にも進 出 してい る。例 えば、ユ ジノ

サハ リンス クの 「サハ リンカ ウボーイ」 の店舗 の組 立、 オ ジ ョルス クの町立病院建 設
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の入札参加 、ユ ジノサハ リンスク空港 の滑走路 改修 等の入札参加 があ る。空港滑走 路

工事 のライセ ンス を有 してい るサハ リンの企業 は、 サハ リンでは この会社 ともう一社

のみであ る。 この会社 の経営幹 部 に よれば、滑走路 以外 の空港工事 で も土木 、基礎、

組立、 内装 、外装等一応 どの分野の工事で も担 当する能 力 を有 して いる。

この よ うに この会社 は 当初 は、サハ リンにおけ る艀化 場や水産 冷蔵施設 の建設 か ら

始 まった が、 そ の後 、サハ リン以外 の地域へ の進出お よび一般建 設分 野へ の進 出 とい

う形 で建設事 業 を拡大 ・発展 させてい る。これ は、少な くともサハ リン側 か らすれば合

弁事業の一つ の成 功事例であ る と考 え られ る。

第三節 ハバロフスク住宅建設企業の調査

(1)分 譲住 宅デベ ロ ヅパー

今回、ハバ ロフス クの住 宅建設会社F社 を訪 問 し、 イ ンタ ビュー調査 を行 った。 こ

の会 社 の活 動 にお いて注 目すべ き点 は、分譲住 宅デベ ロ ッパー と して の活動 とカナダ

の木造住 宅のハバ ロフスクへ の導 入 に関す る活動で ある。後者 につ いては後 に検 討す

るこ とに して、 まず ここでは前 者について検 討 する。

このF社 は、1996年 に3つ の会社 と1つ の商社 が合 同 して設 立 され た。従 業員 は約

300人 を擁 して い る。そ して 、若 いエ ネル ギ ッシュな経営 者 によって率い られてい る。

ロシアで は現在 、政府 が 「マイホー ム推 進 プログ ラム」を作成 し、戸建 持ち家住 宅

の建 築が推 進 され てい る。 その ために、 ロシア各地で快 適で、 安価な低層 住宅 の開発

と建設が推 進 され てい る。 サハ リンでは 「サハ リンの家 」 の開発 が進 め られ、ハ バ ロ

フス クで は 「ハバ ロフスクの家」の開発 ・建設 が推 進 されて い る(詳 細 は本報 告書第2

号48頁 を参 照の こ と)。 このF社 は この 「ハバ ロフスクの家 」開発 プログラム の実施

担 当会社 となってい る。

我 々は、 昨年9月 にこの会 社が住宅 団地 を 開発 してい る現場 を視 察 した。 この住 宅

団地 はハバ ロ フス ク郊外 の、 日本戦没者 記念公 園の近 くにあ り、 かな り広大 な宅地で

ある。そ こで 、開発 の第1段 階 として、15戸 の2階 建 て住宅が 建築 中で あ った。 この

住 宅一戸 の建 物総面積 はほぼ150㎡ であ る。住 宅団地開発 の全体構想 では、今後 、1

階建 て～6階 建 ての住宅 を合 計160戸 建築 する予定であ る(詳 細 は 『北東ア ジアの経

済動向(資 料集)』 の29～31頁 の開発プ ラン図 を参照 の こと)。

現在建築 中の2階 建て住 宅 の基 本構造 は、金 属(鉄 骨)で 、 断熱材 を使用 し、外壁

は レンガ等で 出来 てい る。基本 的なパ ター ンは いわば鉄 骨 レンガ住 宅であ る。ラ イフ

ライ ンに関 しては、水道 は現地 で井戸 を掘 って供給 す る予定 であ り、 熱供給 は個別供
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給方 式 と ともに従来 の都 市集 中供 給方式 を利 用す る ことも考 えてい る。一般 に、 ロシ

アの人たち は、木 造住 宅 よ りも鉄骨構 造で外 壁は レンガ等 で 出来 てい る 「が っ し りし

た」住宅 を選好 す るようで ある。

この2階 建て住 宅の価格 は、 この会社 の経 営者 によれ ば、同 じクラスの集合住 宅の

価格 の3分 の2か ら2分 の1に す る予定 であ る。具体 的には、5,500ル ー ブルノ㎡程度

になる とい う。 これ を1ド ル=25ル ー ブル で換 算す る と、220ド ル1㎡ 程 度 になる。建

築面積 が150㎡ で あれば、3.3万 ドル にな る。1ド ル=105円 で換算 す る と、346.5万

円になる。 この価 格設定 を可能 にす るために この会社 では色 々な コス ト引 き下 げ努力

を してい る。経 営者 の言に よれば、基礎工事 や外壁 の合 理化 を して い る。外壁 につい

てみ る と、従来 は レンガ を2.5枚(厚 さに して60cm)使 って いたが、それを1枚 に し

そ の代 わ り断熱 材 を十分 に使 った とい う。また、モ ルタル塗 りの外装 のかわ りに乾式

の外壁材(サ イデ ィング)を 使 用 して いる もの もある。そ して販 売政策上、住宅 を 「個

性化」 するため に、外装 を1棟 ごとに変えてい る とい う。

この会 社は 、ハバ ロフス ク市 内か ら空港 に行 く途 中の霊園近 くにモデ ルハ ウスを建

築 して展 示 してい る。

知 り合 い の ロシア人 に よれ ば、多 くのハバ ロフスクの人 々は都市 の中心部で住 み た

い と思って い る。戸建住 宅は郊外 に建設 され るので そ こで住む には人々の心理 の転換

が必要 であ る。 また、 一般 の ロシア人は まだ まだ高価 なた めに戸建住 宅 を買 えない。

裕福 な新 ロシア人 だけが買え る。 ちなみ に、 我 々がその 内部 を見学 した建築途 中の一

つ の家 の価格 は、3万5千 ドルであ る と説 明 され た。郊外 型戸建住 宅団地 が今後 、成

功 するか どうかの一っ のカギ は、 富裕層 だけで な く中間層 も住 宅 を購入 しうる ような

工夫例 えば住 宅抵当金融制度 の普及 であ る。

(2)「 カナ ダ木造 の家」 プロジェク ト;カ ナ ダ展 示ハ ウスの建設 プロ ジェク ト

F社 は、「カナダ木造 の家」プロ ジェク トの総括 実施 責任会社 にもなってい る。具体

的 には 「カナ ダ木造 の家」 のモ デルハ ウス1棟 を、ハバ ロフス ク北 部の新 興住 宅地区

(ク ラス ノフロー ツキー地 区)に あ る、上述の開発 中の住 宅 団地 に建築 する ことで ある。

そのため に担 当者が カナダで研修 を受 けた。 この件 に関 して は、後述 の ように数 年前

か ら交渉 が始 ま り、1998年 秋 にロシア とカナダ の政府 間で協定 の調 印 が済 み、その後

ハバ ロフス ク・カナダ 間の地 域間 レベルの協定 も調 印 され た。当初、カナダか ら全 ての

資材 を持 って きて、ハバ ロフスクで組み立て る予定 であ ったが、 コス トがか か り、 カ

ナダの寸 法が ロシアに合 わ ない こ ともあ り(例 えば、部屋 の高 さは カナダでは2.5㍍

であ るが 、 ロシアで は3㍍ で あ る)、 予定 を変更 して、工具 ・機 械類 や金 具 のみ をカナ

ダか ら持 って くるこ とにな った。基 本構造 は木 造の2×4構 法 であ るが、外装 は レン
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ガにする予定 であ る。 つ ま りロシア風 に修正 する。 いわ ば2×4構 法 の ロシアバ ー ジ

ョンで ある。 また玄武岩か らつ くられ た繊維 を断熱材(厚 さ12～15cm)に 使 用す る

予定で ある。

さ らに、F社 の経営者 によれ ば この会社 とカナ ダの企業 との 間で この事業 に関 する

合弁企業 を設立 する合意 もで きてお り、近 々に設 立され る予定で ある。

第四節 ロシアとカナダの住宅建設分野での協力

前節で紹介 したよ うに、ハバ ロフスクでカナ ダ木造住 宅の建設 ・展示 プ ロジ ェク トが

進行 してい る。 これ は、北 海道 とロシア極 東 との住 宅分野で の協 力促 進 に とって、大

い に参考 になる と思われ るので ここで少 し詳 しく検討 してみ よう。

我 々がハバ ロ フス クで入手 し得 た資料 と して、 以下 の ものがあ る(こ れ らの資料 の邦

訳 を北東 アジア・サハ リン研 究会 『北東 アジアの経済 動向(資 料 集)』(22～28頁)に

掲載 した)。

① 資料A;ハ バ ロ フス ク地方、ハバ ロ フス ク市お よび株 式会社 「カナ ダ北方 プロジ ェ

ク ト会社」 間の協 力 に関す る 目論見書、1998年8月24日 署 名

② 資料B;ロ シア連邦建設 ・建築 ・住 宅政策 国家委 員会 とカナ ダ抵 当 ・住 宅建設会社 と

の 間の、プ ロジェク ト 「先 進的住宅建設 技術 をロシア市場 に普及 させ るための条件

創造 」の実現 に関 する協定、 モス クワ市 にて1998年11月17日 署名

③ 資料C;「 マイ カナダ木造 ホーム」 プロ ジェク トに関す る協 力協 定、ハバ ロフスク

市、ハ バ ロフス ク地 方、株 式会社 「カナ ダ北 方 プロジェ ク ト会社 」(カ ナ ダ側 を代

表 して)、1999年4月22日 署名

これ らの資料 を利 用 しなが ら、 カナダ とロシア との この分野で の経済協 力 を検討 し

たい。

(1)1998年8月 の基本合意(資 料A)

1998年8月22日 ～24日 にかけて カナ ダの株 式会社「カナ ダ北方 プロジ ェク ト会社 」

のプ レジデ ン トがハバ ロフスクを訪 問 し、ハバ ロ フス ク地 方行政府、 ハバ ロ フス ク市

役所、市営企業 「ハバ ロフス ク投 資建 設サー ビス」、設 計研 究所 「ハバ ロフス ク民 間設

計 」そ して株 式会社F社 と話 し合 い、 その帰結 と してハバ ロフス ク地方行政 府、ババ
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ロフス ク市 との間で、「マイカナ ダ木造 ホー ム」プ ロジェク トに関す る協 力の基本合 意

を 目論見書 の形 で文書 に した。

これ に関連 して指摘 してお く必要 があ ることは、 この基 本合意 の達成 よ り約2ケ 月

前の6月17日 にカナ ダ抵 当 ・住 宅建設会社 の ミッションがハ バ ロフス クを訪問 し、 こ

の プロジェク トの詳細 を ロシア側 関係 者 に説 明・協議 した ことで ある。つ ま り、カナダ

側では、株 式会社 「カナダ北方 プロジェ ク ト」 とカナダ抵 当 ・住 宅建設会社 とが緊密 に

連携 して このプロジ ェク トを推進 したこ とが留意 されねばな らない。

この基本合 意 の主要 内容 は、ハバ ロフス クでカナダ木造 戸建展 示住宅 を建築 し、展

示す るこ とであ り、その ためにカナダ ・ロシア合弁企業 を設立 す るこ とで あ る。この展

示住 宅 を建設 するための役割分担 として次 の ことが合 意 され た。

ロシア側 は、展 示住宅 のため の土地 区画、 そ こへの生 活補 給 ライ ンお よび展示住 宅

の基 礎部分 を提供 す る。他 方、 カナダ側 は、基礎 よ り上部 の住 宅 部分 の建 築 を担 当す

る。

これ に付随 して、 ロシア側 の2名 が展示住宅建 設の技術 を習得 す るため にカナ ダで

研修 を受 け るこ と、一年 間展 示住 宅 を展 示す るため に合弁 会社 を設立 し、展 示 の後 は

展 示住宅 はその合 弁会 社 の所 有物 とす るこ とが合 意 され た。 さ らに、 カナ ダ側が展 示

住 宅のデ ザイ ン等 を仕 上 げるた めの参 考資料 と して、 ロシア側 は次の ような文書類 の

コ ピー を提供 する ことにな った。

●F社 がハバ ロフス ク市内で独 自に展示 してい る展示住宅 の設計 図

● ハバ ロフスクで展 開 されてい る 「ハバ ロ フスクの家」 プログラム

● 提供 され る土地 区画 に関す る文書類等

これ らの文書類 が、カナ ダ側 に とってハバ ロフス ク現地 の戸建住 宅建設 に関 する貴

重 な知識 にな るこ とは間違いのない ところであろ う。

(2)1999年4月 の協力協定(資 料C)

前述 の基本合意 の内容 を具体化 したー協力協 定が翌1999年4月 に調 印された。 これ

に署 名 した のは、ハ バ ロフス ク地方行政府 、ハバ ロフスク市、「カナ ダ北 方 プロジェク

ト」、市営企業 「ハバ ロフスク投資建設 サー ビス」、 お よび株 式会社F社 であ る。

ロシア側 の義務 ない し負担 の うち、主要 な点は次の こ とで ある。

① 展示住宅建設のための土地区画の提供

② 道路、上下水道、電気を含むライフラインの提供
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③ 展示住宅の基礎部分の構築

④ カナダ側 と協力 して展示住宅の建設 と展示を実施する企業を見つける。

⑤ 展示住宅建設のための建築資材をカナダか ら輸入する際の認証、関税およびその他

の税金 に関 して最大限の便宜を与えるよう努力する。

他方 カナ ダ側 は、次の ような義務 ない し負担 を引 き受 け る。

① 展示住宅のデザイン作成

② 住宅の基礎部分より上部の建設のための資金、資材を提供する。

③ カナダで2名 のロシア側建設担当者を8週 聞研修 させる。

④ ロシア側企業 と協力 して、展示住宅を1年 間展示する。

1年 間の展 示期 間が終 了 した後、展 示住宅 は土地 区画お よび生活 供給 ライ ンを含 め

て、建 設お よび運営 を担 当 したカナ ダお よび ロシア の関係会 社 の所 有物 にな るこ とが

規定 されて い る。 この双方 の関係会社 は共 同で合 弁会社 を設立 す る予定 であ る。 そ う

なれば この合 弁会社 が展示住 宅の処 分権 を持 ち、お そ ら く販売 も行 う と思われ る。そ

の際、展 示期間 の終 了までは何 らの追加 的な税 金や その他 の公 的支払 いが徴収 されな

い こ と、他 方で は展 示住宅 の売却後 には相応 の関税等 を支払 うこ とが あ りうる ことが

合意 されてい る。

以上 の ように、 この 「カナダ木 造の家」 プ ロジェク トは行政 の側 か らの様 々な支援

を受 けつ つ、民間企業 の協力体制 の もとで カナダ木 造住宅 をハ バ ロフスクで建設 ・展示

す る とい う内容 に なってい る。 この プロ ジェク トは、北海道 の住 宅をサハ リンをは じ

め とす るロシア極 東地 域、 さ らには北 東ア ジア地域 で建設 す る とい う北海 道経済発展

の一翼を担 う長期構想 に とって非常 に示唆 に富む ものであ る。

(3)1998年11月 の一般協 力協定(資 料B)

上述 の基 本合意 と協力協定 の各 々の締結 時期 の間 に、 ロシア とカナ ダの 間で住 宅建

設 に関 する一般 的な協力協定 が締結 され た。 これは、 上述 の協 力協定 のいわ ば母胎 な

い し土台 とみな す こ とので きる、 よ り上位 の協 力協定 で ある。署名 したの は、 ロシア

連邦建 設 ・建築 ・住 宅政 策 国家委 員会 とカナ ダ抵 当 ・住宅建 設会社 で あ る。前述 の よ う

に、後者 はカナダの住宅建設分 野 におけ る公的機 関である。

両者 は、既 に1995年 には相互理解 ・協 力 に関す る覚書 を調 印 してい た。 また さ らに

よ り上位 の動 きと して は、ロ シア ・カナダ政府 間経済委員会 が、ロシアの 「マイホー ム」

プログ ラム推進 に対応 して、堅 牢で快適 な住宅 を手 頃な価 格で住 民に供給す るため に、
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資材節約 的で省 エネル ギー的 な住 宅建設技術 を カナ ダか らロシア に導入 す るこ と、 そ

して その ため に この委 員会 の建 設作 業 グル ー プにお いて協 力 す る こ とを決定 してい

た。 その際、 カナダ の国際開発機 関(CIDA)の 資金 を利用 す るこ とが予定 されて

い た。

この一般協 力協定 の主な対象 は次の ようであ る。詳細 は、北東 アジア・サハ リン研 究

会 『北東 アジアの経 済動 向(資 料集)』(26～28頁)を 参 照願 いたい。

① カナダの木造フレーム住宅技術で建築 される一戸建住宅の設計 と建築に関するロ

シアの標準文書の作成

② カナダ製建築製品をロシアに輸入 し、利用するための認証に関する協定締結

③ 木造フレームー戸建住宅に関す るカナダの建築技術 を、ロシア人の研修や実物展示

を通 じて ロシアに移入すること。

以上 の ように、 この協定 によって 、 カナ ダは ロシア にカナ ダの木 造 フ レー ムー 戸建

住宅 お よびそれ に関連 する諸製品 を輸 出 し、 ロシアで普及 させ るため の条件 整備 をめ

ざ して いる。そ して、最後 の3番 目の事項 の具体化 の1ケ ース として、 前述 のハバ ロ

フス クで の展示住 宅 プロ ジェク トがあ る と考 え られ る。 このよ うなカナ ダの用意周 到

な活動 は、北海道 や 日本政府 の関係機 関 に とって大い に参 考 に し、見習 うべ きもので

あ ろ う。

カナ ダは、長 期的 目標 ない しス ローガ ン として 「毎年1万 戸の カナ ダ住 宅 をロシア

で建築 する」 こ とをめ ざ してい る。 当初 は、 カナダ住宅 を ロシア に輸 出す るこ とを考

えて いたが、そ の後それ を見 直 して 単純 な輸 出ではな く、 カナ ダ住 宅の製 造技術 の輸

出、 ロシアでの生産 ・供 給(住 宅 生産 に関 する合 弁企業や100%出 資企業 の ロシアでの

設立)を 考 えて いる。(『建設新聞』(ロ シア)No.16、1999)

第五節 カナダ側からみた対ロシア協力

前節 にお いて 、主 に ロシア側 資料 に基 づい て ロシア・カナ ダの協 力関係 を検 討 して き

た。 ここで は視 点 を変 えて、住 宅建設分 野での カナ ダの対 ロシア協 力に関 して、 カナ

ダ側 資料(主 にイ ンターネ ヅ トのホームペー ジ)に 基 づ いて確 認 して い くこ とにする。

ロシア住 宅市場 について カナダの 関係機 関は次 の ように評価 して いる。 すなわち、

年間お よそ50万 戸の新築戸数 を もつ ロシアの住 宅部 門は、ロシア経 済の 主要部 門で あ

る。従 って、この部 門の育成 ・発展 に関す る政策 は、 ロシア政府 の優 先的政策 の一つ と

して認識 されて きた。
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特 に、 ロシアの 巨大な森林 資源の ために、木造軽 量 フ レー ム構造 を有す る住 宅建設

の潜在 的成 長力 は大 きい ものがあ る。 また、 ロシアでは最 近、高層住 宅か ら離脱す る

動 きを見せてお り、 戸建 住宅建設促進 のためのプ ロジェク トが作成 されてい る。

住 宅建設 に関す る対 ロシア協力 の公 的機 関 としては、カナ ダ国際開発公社(CIDA)

とカナダ抵 当 ・住 宅建設会社(CMHC)が あ る。前者 は、日本の国 際協 力事業 団(JICA)

と類似 の対外 協力 のための機 関であ る。後者 は、その名の とお りに日本 の住 宅 ・都 市整

備公 団(現 在 の都市基盤 整備公 団)お よび住 宅金融 公庫 と類似 の機能 を有 す る機 関で

あ る。ただ しカナ ダの場合 は対外 協力部 門を有 してい る。 また、前述 の カナ ダ北方 プ

ロジ ェク ト株 式会社は民間企業 のコ ンソー シアムである。

住宅建設 に関 する対 ロシア協 力 プロジ ェク トとしては、「市場 を基 礎 とした住 宅建築

へ の移行 」 プ ロジ ェク トお よび 「ロ シア極 東 にお け るカナダ住 宅建 築」 プ ロジェク ト

がある。以下で それ ぞれにっいて検討 して み よう。

(1)「 市場 を基礎 とした住 宅建築への移行」 プロジ ェク ト

この プロジ ェク トは、カナダ国際 開発 公社(CIDA)の 都市環境改 善 に関す るプロジ

ェク トの一つ と して実施 されて い る。 ロシア にお ける この プ ロジェク トの実施 の ため

に、カナダ国際 開発公社 は120万 ドル を支出す る。実施期 間 は1998・2001年 で、パ ー

トナー(実 施機 関)は 、 カナ ダ抵当 ・住 宅建 設会社 であ る。

この プロジ ェク トの主要 目的は、 ロ シアの住宅建 築部 門の改革 を支援 す るこ と、 ロ

シアの市場経済 へ の移 行 を促 進 し、 カナダの住 宅建 築技術 が ロシアで普及 す るこ とを

促進 する こ とであ る。 これ らの 目的の達成 は、30ヶ 月以上 にわた る、政 策手段 、制 度

形成 、教育 訓練、 技術 移転活 動、私 的お よび公 的セ クター にわ た る住宅建 築部 門での

技術 的能力 を強化 す ることの総合 的実施 を通 じて実現 され る。

1999年 の活 動報告 をみ る と、 カナ ダ抵 当・住 宅建設会社 は、 ロシアの住宅建築 当局

とともに、規制環境 を前進 させ るため に仕事 を して いる。カナダ抵 当・住 宅建設会 社 と

カナ ダ北 方 プロ ジェク トは共 同で、商業 的お よび環境 保全 的利 益 を確保 す る よう働い

てい る。 ロシアは個 人住 宅抵 当制 度 を樹 立す るこ とに強 い関心 を抱 いてい る。 これ 自

体 は評価 すべ きこ とであ るが、住 宅 の私 的所有 を一層普及 させ るため には 今後 さ らに

か な りの仕 事 が行 われな ければな らない。い ずれ に して も、個 人住 宅抵当 システ ムは、

ロシアの国内資源 を動員する大 きなポテ ンシャルを有 してい る。
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(2)「 ロ シア極 東 にお けるカナダ住 宅建 築」 プロジェク ト

このプ ロジ ェク トもカナダ国際開発公社(CIDA)の ロシア 向け プロジ ェク トの一つ

であ る。

こ の プ ロ ジ ェ ク トの た め の 支 出額 は 、 約117万 ドル で あ り、 実 施 期 間 は 、

1998105・2002/03で あ る。カナ ダ側 のパー トナー はカナ ダ北方 プ ロジ ェク ト株 式会 社

であ る。

この プロジ ェク トの主な期待 され る成果 は次の ことで ある。

① ロシア極東 におけ る住 宅建築業 の発展

② ロシア極東 におけ る建築資材製造工業 の私 有化 と近代化の推進

③ 低 コス トで省 エネの住 宅デザ イ ンと技術 の改善 と普及

④5つ の地 域で の住 宅建 築お よび企 業家精神 の訓 練 プログ ラムの実施 お よび展 示ハ

ウスの設 置(カ ナ ダの北西地域、ア ルバー タ、マ ニ トバ、ブ リテ ィ ッシュコ ロンビ

アの請負業者 と供 給業者が これ らの建設 に参 加す る予定で ある)

⑤ ウラジオス トヅク とヤ クー ツクでのカナダ ビジネスセ ンターの設置 。これ は、カナ

ダ の技術や ビジネスの拠 点 を提 供 し、 カナダのパ ー トナー のため に市場機 会 を発

見 ・増加 させ るこ とに役 立つであ ろう。

⑥ カナ ダの建築製 品の ロシア極東 での市場開発 を前進 させ、カナ ダの会社 が市場 に参

入 するのを手 助けす るためのメカニズムの開発

1999年 の活動状況 と して は次 の ように報告 されてい る。私 的セ クターの コ ンソー シ

アムで あ り、この プロジ ェク トの実施機 関で あるカナダ北方 プ ロジ ェク ト株 式会 社 は、

ロシア極 東 のい くつか の地 域 で展 示用木造 フ レー ムハ ウス を提供 し、地 方政府 当局お

よび民 間企業 とともに よ り多 くの戸建住宅 を よ り良 く、 よ り安価 に建築 す るための こ

れ らの地 方のポテ ンシャル の発掘 を奨励 す る事業 を行 って いる。

第六節 おわりに;北海道住宅展示場建設構想再論

建設省 の住 宅着工統 計 による と、昨年度(1999年 度)に おけ る北海 道の住宅着工 戸

数は、前 年度比9.8%増 の51,678戸 とな り、1998年 度 の47,085戸 を大 き く上 回 り、

5万 戸 の大 台を 回復 した。 また、全 国の住 宅着工状況 を見 て も、1999年 度 の新 設住宅

着工戸数 は前年比4.0%増 の122万6207戸 と3年 ぶ りに前年 度実績 を上回 った。公庫
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融資制度 の充実や住 宅 ロー ン減税 の期 間延長 な どの政策効 果で持 ち家 と分 譲住宅 が増

加 し、貸家の減 少分を補 った。

参 考 まで に、ア メ リカの住宅着 工状 況 を見 てみ よう(北 海道新 聞、2000/1120付 け記

事)。1999年 のア メ リカ住 宅着工件数 は、前年 比2.9%増 の166万3000戸 とな り、1986

年以来13年 ぶ りの高水準 を記録 した。内訳 をみ ると、住 宅着工 の大 半 を占め る戸建住

宅は、4.7%増 の133万1700戸 に上 り、1978年 以来21年 ぶ りの高水準 とな った。住

宅着工 は昨年(1999年)以 降、利上 げに よる住 宅 ロー ン金利 上昇の影響 でやや頭打 ち

傾 向 にあ ったが、好景 気や株高 による資産効果 もあ って 、年間 を通 じて 全体的 に好調

に推移 した。

この ように、昨年 度は 日本 におい て も北海道 におい て も住 宅建設 は増加 傾 向にあ っ

た。 しか しこれは政策 効果 の要 因が強 く作用 し、永続 的 に続 くとは思 えな い。1世 帯

1住 宅が基本 的 に達成 されて い るこ とや 少子化傾 向を考 える と、今後 北海道 内 にお け

る住 宅建設 の伸び はあ ま り期 待で きない 。そ こで、北 海道 の住 宅 メー カー に とって、

これ まで培 って きた寒冷地 技術 をテ コに北 海道以外 の 日本 国内や海外 に進 出す るこ と

が課題 となる ことは必定で あろ う。

とこ ろで、最近 、経営 組織 の変革 において 「一点 突破全 面展開」 の方法 が提唱 され

て いる。神 戸大 学 の著 名な経営 学者 であ る加護 野忠 男教授 によれ ば、企業体 質改善 に

お け る 「一 点突破全 面展開 」の方法 とは、企業 において 「新 しい ビジ ョンや戦略 で企

業全 体 を変 え よう とす るのではな く、企業 の一部で も良 いか ら、新 しい手 本 とな る成

功例 をつ くるこ とであ り、 それ をテ コ に して全体 を変 えてい くこ とで ある」(『アエ ラ

ム ック・経 営学 がわか る』朝 日新 聞社、1997年 、71頁)こ の発想 は対サハ リンビジネ

スの分野 におい て も生 かす こ とが出来そ うであ る。対 サハ リンビジネス にお いて北海

道 の民間企業 の 中に沈滞 したムー ドが漂 って い る。(も ち ろん少数だが例外 もあ る。例

えば、稚内で は、建設業界 が資金 を出 し合 って新 会社 を設 立す る ことを検 討 してい る。

将来 的にはサハ リンでの建設合 弁企業 の設 立 を視 野に入れてい る。)そ う した一般 的な

沈滞 ムー ドを変革 する方法 と して この 「一点突破 全面展 開」の発 想は非常 に有効 であ

る。 そ して 、「新 しい手本 とな る成功 例」 と して北海道住 宅展 示場 をサハ リンに建設 ・

運営 す るので あ る。それ をテ コ と して、その プレゼ ンス ・波及 力 を生 か して道 内企 業の

対サ ハ リン・対 ロシア ビジネスの沈 滞 したムー ド ・態度 を変革す るこ とが望 まれ る。

さて、 サハ リンにおけ る北海道住 宅展 示場 建設構想 につい ては これ までの報 告書 に

おいて も提 案 して きた。 こ こで は今 年度新 た に判明 したハバ ロ フスク にお けるカナ ダ

木 造展示住 宅 の事 例の 中か ら、北海 道住宅展 示場建設構 想 を具体化 す る場合 に重要 と

思われ るポイ ン トをピ ックア ップ してお こう。
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(1)政 府間 レベルの全般 的協力 の合意

ロシア・カナダ間で は、両 国政府 間で住 宅建 設 を含む包括 的な協 力関係が形成 されて

いる。そ して 、そ れの具体化の一環 と して カナ ダ木造 展示住 宅の建設 ・運営 事業 が進行

して いる。それ の基礎 には、カナ ダが 「毎年1万 戸のカナ ダ住 宅 をロシアで建築 す る」

とい う戦略 的長 期 目標 を設定 してい る ことがあ る。 日本 に とって も、 場 当た り的で は

な く、 この ような長期 的見通 しに立 った経済協力 の実施 が不可欠で あろ う。

(2)地 方 ・州 や市の行政機 関 との協 力

前述 の ように、 カナ ダの事例 ではハバ ロ フス クの地 方行政府 や市役所 との密接 な協

力関係 が形 成 されて いる。そ して、 それをテコ として輸 入認証 や関税 その他 の税 金等

に関 して特例 措置 を引 き出 してい る。

(3)公 的資金 の使 用

前述 の ように、カナダは カナ ダ国際開発公社(CIDA)の 資金 を使 って、 この展示住

宅建設 プ ロジェク トを実施 して い る。この点 も、日本は カナダ を見習 うべ きで あろ う。

(4)実 行段階での双方の負担の明確化

カナ ダ木 造展 示住 宅 の事例で は、 ロシア側 は土地 の手 当て、 ライ フライ ンの確保 、

住宅基礎 部分 の形 成 を受け持 ち、 カナ ダ側 は住宅 のデザイ ン、基 礎 よ り上部 の住 宅建

築、 ロシア人 の研 修 を引 き受 けて い る。 そ して、共 同で住 宅展示 を行 ない、1年 後 の

処分(販 売)に よるコス ト回収 を行 う予定 であ る。

(5)カ ナダ住宅 の ロシア風 修正

カナ ダ住 宅のデ ザイ ンや 資材 等 をその まま ロシア に持 ち込む のでは な く、必要 に応

じて ロシアの風 土 に適応 させ てい る。北海道住 宅 をサハ リンに持 ち込 む際 にも 「ロシ

ア風北海道住 宅」にす る必要が あるだろ う。

以上の よ うな、 ポイ ン トは 日本 ・北海道 に とって当然見 習 うべ き要点 であ る。

特 に 日本の対 ロ シア公 的支援 について考 える と、従来 、 日本 は対 ロシア支援 プ ログ

ラム として、1995年 か ら実施 され た 「ロシア貿易 ・産業 支援 プラン(橋 本 プラ ン)」、
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1997年11月 の 首脳会 談で合意 され た 「橋 本 ・エ リヅィ ン・プラ ン」、1998年11月 に発

表 された 「改革 の ための 日露 パー トナー シップ」 とい う形 で対露 支援 を行 って きた。

その中で、産業 育成分 野で の技術 協 力の さ らな る拡 充が うたわれ 、 ロシア中小企業 の

育成、 日露 中小企業間 の交流促 進が重要 な柱 として位 置づけ されて い る。

この点 でい えば、 次の よ うな形で対 ロシア 支援 を実施 す るこ とを提案 したい 。すな

わち、「ロシア極 東 の住 宅環境改 善 に対 す る支援 」の一環 と して、北海 道モデル住 宅の

建設 ・展 示 ・売却 、それ を通 じて 北海道 の高 断熱 ・省 エネ住宅 の普及 を計 るので ある。寒

冷地 に適 応 した住 宅 に関 する技術 開発 の経験 をサハ リン ・ロ シア極 東 に提供 す る こ と

によって 、現地 の住環境 の改善 に寄与 する こ とは極 めて重要 であ る。 同時 に、それ は

北海道住 宅産業 の活性化 ・海外展開 に資 する。

また 日本政府 は、政府 開発援助 の一環 と して、 中国 に対 して 日本 の住 宅金 融公庫 の

住宅融 資制 度 と同様 の、住宅 取得 を 目的 とした融資制度 の ノウハ ウを提供 す るこ とを

決 めた。(北 海道 新聞、1999112/25付 け記 事)こ の よ うな公 的な住宅金 融制度 のノ ウ

ハ ウの必要性 は ロ シア にお いて も同様 であ る。カナ ダか らも住 宅抵 当金 融の ノ ウハ ウ

を導入 しよう としてい るが、 ロシア にお ける住 宅環境改 善 のため には 日本 の公 的住 宅

金 融制度 の経験 ・ノ ウハ ウを提供 す る こ とによってそれ の改 善 ・拡 充 を支援 する こ とも

有用であ ろう。

最後 に、将来展 望 を描 くとすれば、 この ように して北海道住 宅(正 確 には ロシア風

北海道住 宅)が 人 口約60万 入 のサハ リンに進 出 し、そ こで高 い評価 を得 る こ とが第一

歩で ある。そ うすれば、そ れをテ コに して人 口700万 人 のロシア極 東大 陸地域 に進 出

する ことが可能 にな る。 さ らに視 野を広 げ る とすれば、人 口約1億 人の 中国東 北地域

の住 宅市場 を射程 に入 れ るこ とも考 え られる。

古来 、北東 ア ジア には豊 かな文化 交流が あった。南 シベ リア、 中国東 北地域、沿 ア

ムール地 方、沿海 州、 そ してサハ リン、北海 道、東 日本 はほぼ共通 の文化 を持 ってい

た時期 もあった と考 え られて い る(佐 々木高 明 『日本 文化 の基層 を探 る』1993年)。

その共通 の文化 の 中には 当然、住 文化 も含 まれて いるで あろ う。

そ して我 々の将来展 望が実現 す るな らば、住 宅 に関 する技術 ・文化が北海道 か らサハ

リン、 さ らに大 陸 に渡 って ロシア極 東地域や 中国東北地域 に普及 し、そ の地域 の人々

の生 活水 準 向上 に大 い に役立 っ こ とにな る。 それはす ば ら しい ことで あ り、 この北 東

ア ジア地域 の古 くか らの文化 交流 の歴史 と伝統 を復活 させ るもの とな るであ ろ う。
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